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本稿では、不完全競争と短期 の存設が産業別技術進歩率の計測に与える影

響を分析 まず、組織の短期直定性をミクロ的基礎とする綾類生産関数を仮定し、

市場が不尭全競争状態にある場合、資本成長率が労働等の資本以外の生産要素の成長

よりも大きいどさ、超過利潤が平地して主であれば、提来の計測方式(ソロー残差)

は技術進歩率1t過小に推計している可能性が高いことを示した。 この結果iこ基

づく し、日 レベルのマ…クアップ率(価洛と賎界費用の比率〉お

ょが短期間定費用の大きさを推計した。この言十i践した推計{獲を用L

し、実際にどの程度のバイアスが生じているか会分析すると、 需の

1962-84年では従来計務方式には過小推計が発金しており、真の技術進歩率は従来方

式による推計伎の約1.27 るとし、う られた。

1. はじめに

議業別技箭進歩率についての既存の実証研究では、通常、 収穫一定の

生産設箭、および、生産要素の宛金援識が仮定されていることが多し寸前えriI仁川oda

and Jorgenson (1992)入しかし現実には、多くの産業は不完全競争の状態にあり

短期の生産活動では実関的主題定性の帯在が誰定されるため、これらの難問を境示

飴に考慮していない撹計方式を用いた場合、技能進歩率の推計結果にバイアスが発

している ある。そこで本稿で丘、ま 不完全競争と 題定費用の
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めに、技術進歩率の謎来言十機方法(ソロ…残差〉に生じているバイアスの性貿を分

宅号する。特に、資本成長率が他の生産饗棄の成長率を上関る場合、題過手Ij~曹が平均

して五(負)であるならば、従来計測方式は真の技術進歩率を推計できずにi最小(過

大〉推計している可能性が高いことを示す。

以上の理論的分析を騒まえ、日本の産業について技術進歩率告と再計測し、現実に

どの程度のパイアスが発生していたのかを実証分析寸ることが本稿の第 2の器約で

ある。産業レベルのマークアップ率および、鑑期間定費用保数を推計し技荷進歩率を

再計調すると、金推計期間(1962-84 および急激な資本蓄積が生じていた高捜

経請成長期(1962-73年)ぷおいては、従来方式による推計鍍は下方髄向しており

真の設語講歩率の平均櫨は従来推計値のそれの鈴1.27信(全推計期間)、約1.35 

(高度経済成長類)程度であるという結果が得られる。

以下の構成は次の通りである。第 2節では、短期間定費患と生産要素の可変稼機

を考意した生産量技術者特定化し、完全競争、設構一定、生産要素の完全稜働を絞定

している従来計讃i方式と主義の技術進歩率との関係を導出して従来方式;こ生じるバイ

アスの性質を分析する。第 3節では、マークアップ率と鑑期由主主費用を推計し、実

際にどの程変、従来方式による投手寄進歩率の推計植民パイアスが生じていたのかを

計測する。最後の第 4箭で本稿で、の主要結果についてまとめる。

2. 不完全競争、短期間定費用と技術進歩率の計測

論文の完備性のために、まず、技術進歩率の従来計測方式(ソロー残議〉について

簡単は説明し、次に、不完全競争と短期間定費用が計灘iこ与える影響について分析

る。

2.1 技術進歩率

複数の生産要素から単一の生産物が産出される生産技藷

y， = f(x
"
，・，xm，k，;A，) (1) 

を考える。ここでy，は f時点での生課物、 X"はI番慢の生産要素、 k，Iま資本スト

ック 1、A，I主投手!干の水準を示ナ変数である。以下では、変数zを時間 fについて偏撤

1 ここでは資本ストックをスカラー変数として扱っているが、容易に分祈念資本ストッタが複数種類存
夜十る場合に拡張できる。また同様に、多品闘の生産物をと産出する場合にも拡張可能である。
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X
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l
を所与としる。 f時点における技領選歩率。分した場合tと

らたとき

e 
2δIA， y， 

と定義される。

技術進捗惑の従来計測方式2.2 

と収穫一定の技術が仮定されており生産関数fは従来の計測方式では、

のもとで企業は利潤生産要素X
jt
，k，について 1次閥次であると想定されてし

を最大化すべく以下の織に生産撃を決定する。

Cb，;qlt v-qnz'〈;ぺ)maxp，y， 
v 

と資本レンタル料、 C(y， ;qlμ…qNl'~; ペ)は費ここでq"，汽はf持点のi

(1)を締約条件とする最小北問題

-
E
f
 

--(
 

S.t. cb;qIqμ)明(率引け
用関数を意味し、

明V，とすると均衡条件は、により定義される。 t時点、の限界費用を入t

q" 司f
λgazd 8k， 入r

p， =λ2 

。， Iま

。jr fすqilXit毛， ， r，k，え)
r一玄 L合玄玄二"-+ヌ玉工)

である。上式を患いると t

とft.る。吏に、完全競争と収穫…定の彼定のもとでは 1から資本以外の生産鞭葬者分

しいから技術進歩率の従来計測方式Oft

十弘凡ikJ
p，y，) k，) 

配率の維、和を引いた憶が資本分配率

07dニ主ー|す且ムム+1] 
y， tτj" P，y， X" 

とな

主主ずる場合に拡張できる。またi奇様iこ、多品鍔17)1.:，往遺産物をと護差出Tる場合iこも拡張可能である令
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2.3 穏期国定聾用と短期生産襲数

前悲した従来計測方式の定式化iこは、少なくとも 2つの開題点が脊在している。

第 1i;:、通常、生産設舗や労機組織はある範習の生産主重量iこ対応するように計繭・

されており、短期においては急議な調整が盟難な点である。これは、無視するこ

とのできない短期患定費用の帯在を示唆している。第 2 生産性の控針値は一般

iこ景策変動と正相関 (Procyclical)、つまり景気上昇期には生産性誌上昇し後遺局

語では生産性法下持する点である (Hall(1990) ) 0 

以上の事実を踏まえ、近年、資本の準盟定性、つまり資本は投資によって変化し

短期においては国定と復定するととで毘定費用の帯在を定式化する研究が溝騰した

{伊iえば Morrison(1992) )。これらの研究辻、姫期においてはすべての資本は完

全に固定されており、これに対してすべての労働力は完全に変更可龍で、あると仮定

されている。しかし、企業試今期においても機械工具等の資本を講入して全産に使

用することは可能であり、そして、調常、企業は、可能な譲りそのような購買行動

をしている。一方、たとえ一時約lこ生護活動を淳止する場合においても、鰹期にお

いて経営の管理や運蛍等を担当している労働者のすべてを解議することは困難であ

る。よって資本や労離は、ともに一度にすべてを変更調整することは間難であるが、

たとえ館顛においても完全に硬斑的ではなく、部分粘着的と考えるのが適当であろ

う。この部分粘着姓のために、短識的には完全稼織の状態と比較して、牛謹要素の

稼働率慌下状態がしばしば発生する。

さらに最近の研究(調えば Basu(1996) )では、生産組織の短期開整が終了す

れば、生産関数は新吉典派的定式化で想定されているように収穫一定とえtることが

されている。これは明確な眼穫鷺増は短期的な現象であること者示している。

以上から、本稿でi士、資本の準題定性ではなく「生産組織の準闘定性Jを夜定し2

新古典派的定式化の修正を行う。ここで生産組識とは生産設備や労動組識者含むも

ので、鐙期的には阻定的と想定するため罷期固定費用が発生し、また、平均費用の

逓減が生じる。ただし、前述したごとく、生産組識の準国定性は資本と労働の臨定

性合意味しておらず、生産組識を所与とすれば、常に労動組繰の再編成と同様に設

備・機械類の再阻震が可能であり資本、労働は短期においても可袈である。そして、

調整が完了し不確実地のない長期定常状態において昨収穫一定の技脅すが実現し、新

古典派的主主産関数(1)と一致する輩出一投入の関採が成立すると想定する。

2 ただし、資本の主接関定伎と生産監組織の準臨主主1自立相互に排他的な関係ではない6 生産総織の準固定性
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ここで以上の生産経緯の準盟主主性の特牲を、最も簡単な方法で定式化するため

短期生議欝数を導入する。 iiをf嬬の金業の生産組識が生綾可能な最大産出量まとし、

その水績は生産組識の頭産性のためにt類には宙定されており、 t-l第iこt期の水準

る必要があるとする。 t期において企業はこの最大産出量を越

を産出することはできず、生E霊験備と労働者組織は最大蔵出費量の生産に最瀦となる

ように設計・計画される。一方、たとえ生産活動を行わなくとも、設備と組織を維

持するにはr期の生産組識に対症した生産要素の投入が必要とする。以上の想、症の

もと、短期生産農数を

y， = {1 + y}j(Xj;，" 

とする。ただしt期の生離縁y，はY;-I~ y，ミO

は技術から決定される変数でy注Oとする。

され、 fは(1)式と

この定式化は、前述した想定を満たしていることが分かる。第 l

るためには、少なくとも

o = {1 + y}j(X1min，ドリXnminl)km…ぺ)-YY;-I

、 γ

の生産量

者満たす生産要素の投入が必要をである。これは鍛期闘定襲用の存在を意味している。

し、閤定投入量仏札""初州1"，'川川1μP 吋J川x人nm酬in川"

い。第 2，こ、調整が完γし不確実性のない長期窓常状態においては、現実の生産量

と最大産出量辻一致しy二高 Y，が実現する。よって YrL1eath守'Iateを長期窓常状轄の生産量

とすれば、長期定常生態関数は、陰伏約に

Y，I吋

と定義され、それを YtLlea，川附について解くと(1)式と同一な長期

χい'iVS101e

をど誇る3 ただし短嬢;こおいて;主将来に不機実性が存在しており、最大産出量;ま現業

の生産が行われる l期前に決定する必繋があるため、最大産出識を現実の生産量iこ

設定することは通常はできない。企業にとっては、事後約には最大産出量が過大で

あったり過小であったりする可能性があり、来期の最大産出識の水準は、過剰な

を想定したよで¥資本の準題定性を定式化することは可能である。

3 よって、本論文でのま定式{じでは、すべての金運豪華要素の短鶏猿界全互主力会主愛媛ヱ宣言f状態における限界金

室主力から一定の若手j会で書室離することを仮支をしていることになる。室経溜ヌ主要警護審コそデ、んと比較した場合、

この点において本主主宏文化には特殊性がある。
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産組織を選択した場合に生じる遍小縁働の機会費用と、過小な生産組織を選択した

じる員長売機会の喪失の機会費用を比較考館、して決定される。

一般に最大産出量は観察不可能なため、実註分析を可能lこすべく本穣では最大産

Y;-1 I立NormalOutput y;¥" (現実の産出議室のトレンド推計{肢で代用)に比例し

y，→== 9';¥ 〈三>1 ) (2) 

が成立しているとする。 μ土不確実性の大きさ等に依存し時系弼で変動する変数で

あり、この仮定により短期生産関数は

y，出 f・(X1".・.， xn(，k，:A"y;¥l=ちゃγ}f(ん…，Xn11kt;・ペ)-YoY;" (3) 

となる。ただしれ君cyで、本論文で詰これ以降、 Y。をパラメータとして扱うことに

する4

2.4 不完全麓争、短期直定費用と技術進歩率針演!のバイアス

以下では、前蔀で説明した生産組識の準硬渡性および穏期固定費用が、技術進捗

率の計測に与える影響広ついて考察する。短期生産関数(討を坂定する場合、生産

量法生産要素の投入だけでなく最大産出量の水準にも依存するため、統存の技街進

歩率の定義(産出成長率のうち生産要素の成長が寄与しない幾差部分)をそのまま

用いることは不適切である。しかし、生産技術は長期においては収穫一定になると

想定しているため、最大産出畿の成長率と産出成長率は長期には平均すれば等しい。

この関係を用いて長期技欝進歩率を「最大産出量成長率の平均が産出成長率の平均

に等しくなる長期での、産出成長率のうち生産要素の成長率に嬉践しない残護の平

均上昇率Jと2主義する。

長期技荷進歩率の定義を、銀期生関数fを用いて定式化しよう。司j{，.;， == y"であ

ることに注意すると、 fの対数{疫を時間について微分して T期間について平均をと

れば

よ丈 y， 之!之主Lム笠~ ~I 1+工之主:生-yoi丈ι ω 
I '7:i' y， ok， Yl I T '7:i' oA， y， 

を得る。 Tが十分大きい長期において辻、最大産出量の平均成農率と産出議長率の

平均笹は近鋭的に等しいと想定されるため

4 Y" = C'(が終系列で変化する場合の推計は今後の幾題としたい。

稼業)jIJ技総選歩率CI)官十謹 33



V〆

Tγω
同

l
…
T
 

V
J
 

;sys TZ3う

(5) 

(4)式に代入すると

十志士=(両元[客計十昔日+(市)tS計

が成立し、

、臨山JJ/>.J~--r" V/ うち生産要素の成長率iこ場罵しない

これよりf笑顔技第進歩率91加料闘を

となる。

残差の平均上昇率である。

(6) 。i加 tgRIU1

る。と

な意味は次のようなものである。今、産出成長率は一定で不縫下

、輸削除

定常状態を考えよう。全期間において技挺進歩率は等ししていなし

(6) めし

。|川伽

常状態の成長経路では、最大産出量と現実の生産量が等しい。

(2)式において c=lが成立することを意味し、 y"=yが実現する。

となる。在ら

この加れは、

関係者r上式に代入すれば

oj A， 
oい=---

'gR刷。1，4， y， 

これは長期主主常生産関数での技術進歩率である。つまり長期定常状態ではとな

しい。(6)式で定義された技術進歩率は長期定常生産関数の

長期技指進歩率は推計PJ能な経済変数を用いて記述することができる。

{短期)選菱重要葉市場では価誌を所与として行動するため、

汽号f'
λ25kg 

q" 号f'
λJδX" 

して英字髄格Ptしている。また、財市場辻不完全議争状態にある

iま

マークる。

p， =μzλJ 

とする。ここでμ，1ま霞界費罵 λ，iこ対するマークアッ
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アップ率を田婚式より針期される推計髄として扱い、特定な

仮定しない。この点において本構の定式化は…綾性がある。

高)市場モデルを

以上の条件および(民、 (6)式から長期投街道幸歩率辻以下の式で記述できる。

。ぃJ土|主-~r主主主主+止主 11
T同 !χ1+Yo l7::iゑχ 弓， p，y， k，) I 

2.5 技橋進歩率的計潰IJにさ主じるバイアスの性覧

技術進捗率の従来計離方式。闘と上式より、以下の関係式

1..7-吋 1，.L，( u il("'!-' ik ...;.士 i

011.0噌耳同十P15(市711lzwaFjt-pfi ∞ 
金導出することができる 50 W11は第 i生産婆素分配が'うdAである。上式より現実の

産出量と NormalOutputy;'の水準が等しくなる長期において鵡過利糟がゼロとな

る条件μ=1+れが成立していれば、従来の計調方式。アにバイアスは発生しない。

言い換えれば、長安λ窓躍がと含ぐi合“震の接λ活出子子爵jごJ::!J Jf!弱押厚がを乍であd夢

己~;È点ヂポ躍がヲr.::5é~を若手手段薪jごみク窓滞'!lffÆ:菱沼が穿症L でt lで品、タ言重勝

手芸と庇罫-Ji!i!i:I!fiJi!L-でいdfJtゑぞのifiJI!f才対jごバイアス1;;[莞者会Lまい。 しかし現実

江は、起過剰H曹は常にゼロではない。よって技箭返事歩率の従来計輯方式にはバイア

スが発生している可能性があり、 (7) 式より、バイアスの符号・大きさは 1)市

場の競争状態 2)短期画定費用の大きさ 3) 資本成長率とその他の生接要紫或長

率の加室長平地鑑の大小関保より決定されることが分かる。

5長期技術進歩率と従来計務方式との潟孫、を示している (7)式の毒事出では、長期平均で、i土産出量の実現

f直と NormalOutput はほぼ同じであるとし努問Tが大きい場合 lが成立するとの仮定を潟
y 

いている。短期留定費用係数人が有意でなく yazOとしている収穫一定産業(CRg産業〉では短期留定

費潟の存後による稼働彩効果が存在していないが、マークアッブ率が 1と異なり超過手当潤が主義類平均

で nearlyzeroでない場合、従来計測方式ではパイアスの存在が無視で舎ない可能性がある。実際、実

経分析の結果、 CR産業に区分される精密機械、サーどスE筆業毒事にバイアスの存在が観察された(図 I、
表 4参照)， 
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3. 日本における産業別技術進歩率の再推計結果

3.1 使用ヂ-11

推計に使用したデータは、 Eヌドの霊長業主IJ技第進歩率撞言十の主重要ヂ…タである護憲

義議長大学芸築業研究所データベース (KeioEconomic Observatory Data務部e，以下

KDBと襲書記)である(詳細は Kurodaet al. (1997)や Kuroda(1993) 

KDB は1)資本、労働のデータに加えてエネルギー投入と原材料投入についてもデ

ータが先備しているため、マークアップ率や技術進歩率の推計には不適切と考えら

れる付加価値ベースの生産関数ではなく臆出量ベースでの推計が可能と 2なる点 2)

資本やそれ以外の生産要素の質的な変北が技撰進歩率の計測に与える

排除している点で、本稿の分析目的iこ特に格応しいヂータベースである。

際に{吏惑し犬二五DBI立、Kuroda(I993)で稜掲されているもので、推計期需は 1960-85

年、名鰐畿とヂィピジア額格指数より構成され、産業分類は数時サ…ピスを除く

SNAベースの 30産業である(表 l参照れまた， KDBでは完全競争およ

定の技慌を依定しているが、資本サーピス以外のヂ…タについては、本稿で依定し

た娃期生躍進関数 (3)式の形状より、そのまま流用することが可能である。ただし

KDBの資本分配率の推計値には、完全競争および収穫一定の技術を在定すること

で正当化される 1から資本以外の生産婆葉台配事の総和を引いた{直が用いられてい

る。本構では不宛全競争および短期回定費用の蒋荘を明示的に考察するため、京DB

の資本分譲さ率推計榎i土壌足せずに資本ストックのレンタル料を諜準的

票日し資本分説率を殺岳推計したえ

6資本財のレンタル料rf立以下の推計式で計;}I.IJした (H寺聞のインデックス tは省絡〉。

r泣し+O-ff;)よ手二三乙p
2ゆず

ここでpizLfTCipki土、制利子率{手IJ付電電債利子率を使用〉、淡本欄率 (KDBデータを使

用〉、資本燃の期待インブレ率{資本財儲務の今前期移動平均で代用〉、投草署税額授徐家{そtoと仮

定〉、減錨償却の若手j引き援夜儲後 (KDBデータを使用)および資本防総絡指数 CE部 Bデータを使用〉
である。rI土実効法人税率で以下(f)推計式より計測した。

(u十 v)(1+ρ) 
r認一一一一-'--"- 11 = 11 (1 + 11，) 

1 + P +νJ  

ここでu，U ，ut，νは、統合法人税率、普通法人に対する法人税基本税彩、法人住民税のうち法人税

割標準税率、事業税率で、 ρl立名関手1]子率(手IJ付電電債利子若手金使ffl)である。
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表 1 KDB 30産業一筆

1 農林水産業 11化学 21自動車

2 鉱業 12石油石炭 22 fm輪送機横

3 13ゴム製品 23轄密機械

4 食料品 14皮革製品 24その地製造

5 繊維 15 25運輸通常

6 衣服 16鉄鋼 26 f震気ガス水道

7 木材・木製品 17非鉄金議 27卸 e 小売

8 家其・備 18金罵製品 28金融・探検

9 紙・パルプ 19 鍛機械 29不動産

10出版・印刷 20電気機棟 30サ…ビス

3.2 マークアップ準の推計

レベルのマークアップ率は、 Nishimura，Ohkusa and Ariga (1999)で開発

された方法令用いた。以下、簡単に推計方法について説明しよう。五DBでは各産

業の生産要素は、資本サービス K、労轍L、エネルギ-E、原材料M の 4種類で

あるため短期生産関数1'1士、

Q イ・{K"L"E"M，;A，ιす=(1川 )f{K"L"E"M，;・A，)γ。Q、

となる。 fi立長期定常生産関数、 γ。は短期調定費用の大きさをポす変数、 QJは

Normal Outputである(推計では産出量トレンド推計憶で代用) 0 l'を捜模の弾

力牲に関するf亘等式と費用最小条件を用いて式変形し、 log(1+x)却 xifx""Oより回

婦式

哨 J，+斗中弘判[aJα叫叶小Jト+t川α叫叶εJ+t

を持る97
0 tαJI土資本分配率号う402、[aL11ま労親分配率 W似合、 [aJ

分艶率P7KQ，、[a.¥I]， 1土原材料分配率pjJMQrである。

ネルギー

実際の掻雪十式は 2庶の石油危機 (1973、79年}を考慮して、金推計期龍 (1962-

84) 8を 62-73年、 74-79 80-84年に 3分離、マークアップ率は各期間内では一

?毒事出の詳絡は、 Nishimura，Ohkusa and Ariga (19吉9)を参照されたい。

8 使用した KDB の推計期間は l百60-85 年であるが、1)独 a雄計した資本のレンタノレ料の針ìtl~に使沼し

た利付言軍需i資手IJ二子選鮮が 1962年以降から公表されており、 2)資本財儀絡の期待インフレ塁手に今期およ

び前期の儀格変化率の移動平均{疫を使用しているため、本稿での推計期間は 1962一例年となる。
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定と仮定し

logGαJゃ[aJ+らEl+ [a.J) 

…拘!.l+d1Mark中山間+d2Mar均 D叩 2)+yoをや旬 結)

とした。 Markψ，DUMMY1は、第 1次石油危機(1973年)以降の構渚変化に対応し

たダミーであり、 MarkupDUMMY2は第 2次指摘危機 (1979年)以降に対応したダ

司、、 u
l1

OutputQ;>: 

ある。また本稿では藤出識のトレンド推計値Q，T'吋で Normal

しQt
Tref1d

Q;"""ベQo+ m1TrendDUMMYl + m2TrendDUMMY2) 

市 +h1 TrendDUMMY1 + h2 TrendDUMMY2)x t十 u21

により推計した。 Q。は定数、 TrendDUMMYl、TrendDUMMY2は各石油危機 (73、

79年)以降の構造変化に対応したダミーであり、 U
2
，は膜差項である。結局、 トレ

ンドの推計では、{噴きと切片の両者について 1) ない場合 2)第 l

油危機後のみに構造変化が生じた場合計第 2rJ，:苓鴻危機畿のみに構造変化が生じ

た場合 4)第 1段、第 2次の高石語危機後

しvごし、る。

じた場合の 4通り

以上を轄まえ、 4:i議りのトレンドについて 4通りのマークアップ率の回婚式、

16通りをすべて推計し、最終的iこ、次の 2過軽から四時式によるマークアップ率の

推計値を決定した。まず、トレンド 4通りそれぞれに対して MarkupDUMMYのt

からマークアッ

意なダミーのみ

80-84年の間期間で変化が生じたかを判定し、

クアップ率囲様式を決定する。この設階で計 16通り的う

ち、 4通りのマークアップ率罰様式が描出された。

次に奉誌の{警報量纂準(Akaike(1973) )を用いて、 4i議りのマークアップ率回帰

式かち最適な関婚式を求め、マークアップ率推計穫を議定した。なお、マークアッ

プ率回婦式では、説明変数と u
1
，との梧関 変数の l期ラグを用

いた操作変数法で、推計している。

また、最終的に選択されたマークアップ率回帰式におし i濁定費用 y。が有意

でない収穫一定の生産技術の場合には、マークアッ

μι1+ドJ+札1+ドJ
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?ークアッア議

74-79での変化 手言 有 有 手干 挙事 費襲 手事 手ま 手Z 有

一8主2-主7主3要"の変化 主E 書韮 書襲 車置 無 無 無 無 主主 革Z
1. 204 5.965 1. 705 2.027 1. 651 1.428 1. 315 1. 252 2.574 1.506 

上方信頼限界(5'話〕 L 353 6.605 1. 737 2.149 1. 735 1.499 1. 346 L 275 2.775 1. 578 
下;l;fi韮頼E旦界(5'禁} L 054 5禽 325 1. 672 L号04 1. 568 1.358 1. 284 1. 229 2.373 1.434 
74-79 1. 100 5.532 1. 582 1. 845 1. 491 L 428 1.211 1. 125 2.566 1.371 
上;1;/霊頼娘界(5発} 1. 338 6. 140 1. 611 L事53 1. 568 1. 49号 1. 241 1. 145 2.779 1. 443 
下方信頼限界(5%) 0.861 4.923 1. 553 1. 737 L 415 1. 358 1. 182 1. 104 2.353 1. 300 
80-84 0.531 5.532 L 582 L 845 L 491 1. 428 1. 211 1. 125 2.271 1. 258 
上方信頼際罪(5%) 0.583 6. 140 1.611 L 953 1. 568 L 499 1. 241 1. 145 2.451 L 320 

!Ji童
トレンド
74叩 79での変化 NA 無 無 要襲 無 費警

80-84での変化 NA 費襲 無 然 実襲 経

11 12 13 14 15 16 
化学 事古池~ ::fム!hiも 皮革重義& 簿業本石 鉄鋼

区芳一 IR I買 C畏 I員 lR I毘

す クアップ主義

74崎 79での変化 有 有 有 無 有 手干 手Z 有 手ま 手守
80-84での変化 然 実襲 草干 然 重苦 然 無 定 査察 無

62-73 L 962 l‘424 O.号47 1. 078 1. 438 1‘471 0.998 1. 354 1. 072 1. 081 
上方f霊祭娘界(5紛 2号54 1. 480 O.事60 1.0事9 1. 472 1. 506 1.037 1. 398 1. 092 1. 107 
下方信頼慾界(5唱) 1. 870 L 368 O.事35 1. 057 1. 404 1“435 0.958 1. 31号 1. 052 1. 056 

74恥79 1.6芭4 1.069 0.820 1. 078 1. 220 1. 347 合.908 1. 161 0.952 告.960
上;1;/君頼限界(5事) 1. 761 1. 108 0.851 1.099 1. 247 1.377 0.951 1. 202 0.974 O.守78
下方偉業翼線界(5紛 1.608 1. 031 0.78宮 1. 057 1. 192 1. 317 0.865 1. 119 0.930 0.943 
80-84 1. 684 1. 069 O. 769 1. 078 1. 128 1. 347 O.き08 0.986 0.952 0.960 
上方1雷察後界(5紛 1. 761 1. 108 0.80事 1.099 1. 157 1. 377 0.951 1. 019 仏語74 。.978
下方信頼限界将官) 1.608 1. 031 O. 729 1. 057 1. 09き 1. 317 0.865 0.954 0.930 0.943 

控主潮函更を襲用係委主

縫言十{際 合.601 O. 196 NA O. 165 0.280 0.351 持A 0.248 NA NA 
t1i寵 5.487 2.267 NA 3.438 5.229 6.505 NA 3‘231 NA NA 

トレンド
74-7告での変化 無 無 NA 書華 無 無 NA 実襲 持A NA 
8か84での変化 無 然 NA 害襲 望者 然 NA ヰ寄 NA NA 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 
自動車 自主輸送徐被 鱒警告綾機 雷め主主烈i産 量軍需品通燃 需主筑11;え蕊謹 銅?・小型苦 j暴露2・保険 不動緩 サービス

CR IR CR C茸 Zま 区分不可 CR C託 区分不可 CR 

マークアッヲ事

74-79での変化 平正 手正 有 手写 有 有 有 有 妻襲 手証
80-84での変化 ft 査 査 夏 無 然 3を 費襲 主E 費警

62ω73 1. 079 L 158 L 005 L 048 2‘305 G合吉02 1. 126 1. 358 4.453 1. 136 
上方f書類限界(5鴇} 1. 106 1. 18曾 1. 018 1. 056 2.534 1. 021 1. 189 L 441 4.88吉 1. 161 
下;1;/宮李翼線界(5対 1. 052 L 127 0.992 L 039 2.075 O. 783 L 064 L 275 4.017 L 111 
74…79 告.985 L 058 0.868 。‘習31 L 887 0.713 O.苦76 1. 179 4.453 O.吉40
上方依頼綾罪(5む L 013 L 090 0.910 。‘ 956 2.066 O. 764 L 045 L 213 4.889 0.960 
下方{蓄額限界(50/，) 0.958 L 026 O.意25 0.907 1. 709 0.663 O.君。7 L 144 4.017 O.吉20
80-84 。ー宮26 O.事05 O. 790 0.878 L 887 0.713 0.901 l‘17号 3.316 0.940 
上方議会費限界(5%) な955 0.929 O.宰31 0.896 2.066 。圃 7告4 O.号41 L 213 3.642 0.960 

恥主方(蓄額長襲翠(5%) 0.8事? 0.880 0.749 0.860 L 709 。‘ 663 9“861 L 144 2.991 守.920
短期密議事奇病係、数

十世雪十銭 NA O. 128 持A NA 0.910 おA NA NA NA M 
1J直 持A 2.115 NA 言A 3.901 NA NA 持A 担A NA 

トレンド
74-7告での変化 持A 然 NA NA 担E NA NA 詩A 担A NA 
80-84での変化 NA 有 NA NA 無 NA NA NA 持A 担A

NAぉ皇室F丹市首T
{主主) 産量霊長E分のうち‘ IR I立プ短話事期後収許積が務不増適産絞襲撃な(Short-r踊 Increasing Returns) ， CR Iま収機一主主語章構 (COi'lstant Returns)を君主様寸る

IE分不可i土マークアフ 浅草障を意味するe

悪霊祭別技術進歩当事の計調J] 39 



となる。このため (8)式で推計した石油危機による

期間を分割して、務謀者分配率総和の逆数を期間

を誰計し

以上の罷婚式から持たマークアップ率の誰計群綿が表 2である。推計の結果、

30産業は 3種鎖のタイプiこ分類される。第 1のタイブi立、銀頭謹定費用の謀数%が

と整合的になるように

ることでマークアッ

有意な短期政機灘増産業 (Short-runIncreasing Returns， IR産業)で全 30

のうち 16 (鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パノレブ、 など)が該当している。

IR産業のほとんどの産業は、マークアップ率が金推計期間で 1を有意に超えており

市場は不完全競争状態であった。第 2のタイプは姫期間定費用の係数%がゼロであ

ることを?葉却できない収穫一定産業 (ConstantReturns， CR産業)で 11

気機接、精務機械、自動車、農林水産業なれ

3 {鉱業、電気ガス

している。第 3のグルーブは、

が該当している。これらの

水道〉、帰農家震の取り扱産業法、教持の擁助教策〈鉱業〉や捜封殺簸

いからデ…タが不適窃{不動産〉の理由によりマークアップ率の撞計鑑が異常議と

なる巌業である。

3剛3 技術避さ長率の再推計

3に 1984年の各産業の名闘付加価{政シェアをウエイトとする加 {直

(IR， CRおよrJI豆十CR産業=区分不可の 3 を除く 27産業)を、

期間(1962-84年)で平均した技摘進歩率の麓柴原j推計置の捧グラフを、また、表 4

iこ3.2で披許した産業主IJマークアップ率および嬉霧器定費患の議数'Y"を期いて技討を

間平均{荏を諺王計調

ともに、能来計離方式による推計龍も

の推計結果の詳絡を記載し

し、簡の下方iこは 1962 よび

1984年(実線)の産業別名目付加価髄シェアを謀グラブ

より、建設業やサー

る推計慌の方が従来方式(ソロ

どGDP、ンェアが大きし

してある。

は、修工正方式によ

による推計値よりも大きいことが分かる。

ま 3より、区分不可の 3 をj徐く 27産業(IR+CR の全期間平均値で

約1.27 f音程夏、諺正方式の誰針{車(1.090免)の方が挺来方式の誰計値 (0.855%)

よりも大きい。この結果辻、

も開襟で、 1962年ウェイト

あった。

これらの推計結果は、

トiこ1962年の名自付加価値シエEアを用いて

、韓正方式での推計器誌従来方式の鑑の約1.3信

は不完全競争と娃嬢 の手子在が無視され

40 日本経済研究 No.41， 2000， 9 



表3技術進歩率の知重平均髄(付加罷髄ウエイト， %) 

IR+CR 1R CR 
控計期 (1962θ4)平均

修正 1.090 0.738 1.276 
従来方 0.855 0.480 1.054 

62明 73平均

修正方式 1.978 1.507 2.226 
話来方式 1.467 1‘062 1.681 

74‘84平均

修正 式 0.137 -0.083 0.253 
従来 。.198 附 0.140 0.377 

GDPシェア(GDPは政府および非営不jサ…ピス

1962 87.9 35.9 52.0 
1984 87.0 30.1 56.9 

波 )IRは鍍燃奴穫逓増護霊祭(16重量殺)、 CRは収穫一定産業(11産業〉を重量級し¥

IR+CR 1立区分不可運豊重量 (3産業)以外の 27重量3慢を意味する。

表4農業主IJ技術進歩率 (1962-84年%)
2 3 4 5 6 7 8 告 10 

農林水稼幾 鉱業 産業設業 食事Hも 繊維 衣 波 ホ軒哩事聾晶事臭事機義援，バ，.プ刷版・印刷

産業区分 CR 度分不通T IR IR IR i畏 IR IR 1罰 IR 

会推計期尚

修正方式 樹1.676 4.952 .0.412 0.571 1.236 1.872 1.016 0.980 1.333 事1.270

論1.703 1.806 -0.848 .0.28号 1.080 1.837 1.111 0.804 。‘479 -1. 321 

童夢双方式

修工Ejj"まえ -2.611 1.976 -0.165 0.175 0.637 1.106 l‘20告 1.535 1.575 1.106 
従来方式 ‘2.228 1.026 ゆ。.354 -0.127 0.639 1.114 1.358 1.422 0.732 側 1圃 039

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

修 IE方式 2.657 .4.536 0.774 0，087 0，598 。.747 0.670 0.979 1‘526 4.114 

修 IE方式 3.640 -6.477 。.080 0.423 1.容31 2.229 0.967 3“304 2.498 3.8容2

従来方式 3.242 .5.483 0.471 。“777 1.552 2.065 0.971 2.660 2.303 3.686 

74-84 
長奪 IE方式 1.594 時 2.372 1.537 -0.278 働 0.836 繍 0.846 0.347 -1.4告$ Q.477 4.456 
従来方式 1.470 “2刷267 2.076 -0.180 .0.486 .0.842 自合695 -0‘926 0.540 4.537 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 3容
サ rス

~彦 IE jj"式 1. 755 1.004 2.663 0.832 1. 77曾 也容.877 1.860 4.3号S -0.658 -0.204 

修双方式 0.38宮 .2.021 1.323 1.123 -0.065 -3.287 1.335 2.398 剛1.630 .1幸喜1

従来方式 0.560 -1.564 2.306 1.362 -0.062 -1.844 1.444 2.459 暢 0.860 -1.606 
主主}滋業区分のうち、 IR 立を堅実書院穫通機運軍基義 (Short.run Inc同 as:i忍苦 Returns) • CR j立絞緩一定灘型車

(Constant Returns)を 窓 際 す る 区分不符 i立ザークアップ率推許が不透惨な産量殺を君主接する a
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めに、 1962，...84年の推計期間でゴま計棋i躍に下方バイアスが発生してしている

とを示している。下方バイアスが発生した主題は、強計期間では多くの産業で資本

また、平均して企業の超通手Ijっており、成長率がその{むの生産基要素の或長率

めである。j関が正であった

最後に、市場支配力と技橋進歩識の髄係について以下の 2種類の仮説を検証して

みよう。まず第 lの恒説 SchumpeterianPerspective では、市場支配力によって企

業に生産性向上のための投資行動を行う余力が発生するため、市場支配力と技宇野進

i

l

l

i

n

-

-

歩率にの相関関係を想定している。度対に、第 2の仮説としては、市場支艶力が

め、市場支配力と技大きいことは費用削減への正力が小さくなることを意味する

指進歩率には負の相関関係を想定する場合である。

マ…クアップ率が推計期間内で変化している場合、各期揮の比率をウエイトにし

として技術瑳歩率とマークアップ率の相た力DI1長平時{直を該E当期捕のマークアッ

関係数を推計すると、 27産業全体については 0，035 (全期槙 1962-84年)、 -0，003 

となり、いずれかの仮説を支持する推計結果(1962一九年)、 0，109(1974-82 

は持られない。沼産業に認定し?と場合、 0，314(全期間 1962-84年λ0，146(1962-74 

、0，433、CR産業の場合、 0，412 c:全期間 1962-84年)、 0，539(1974叫 82

となり、明確な結論を下すことはできないが、

一部において市場支配力と技欝進歩率に:iEの関保を示唆する推計値が観察された。
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4. 結び

本稿では、不完全競争と短期臨定費用の存在を考議した場合の技術進歩率の計割

について考察した。その結果、第 1に、多くの産業でマークアップ率(価搭/臨界費

用で定義)は 1よりも大きく市場は不完全競争の状態にあるが、完全競争から大き

く黍離した状態ではないことが判明した。第 21こ、推計が有効な 27産業のうち、1&

穫一定tt.技術である産業の名爵付加髄値シェアは 1/2を態えており、有意に短期収

穣環増な技術を持つ産業の名関付加価値シェアは(政府サーどスを含まなしサ名目

GDPの約1/3であった。

マークアップ率と短期間定費用の推計値を用いて再計撫した技街進歩率の推計植

は、高度経済成長期の 1962-73年平均では従来方式(ソロー幾差)による推計値の

約1.35倍で従来方式は過小誰計で、あった。これは、たとえ市場支自己力が大きくない

場合でも、経済成長率が高い経済の技術進歩率を計潤する擦は、不完全競争と規模

の経済性を考慮すること あることを示唆している。
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